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ブ ラ ジ ル で 2016 年 8 月， ブ ラ ジ ル 民主運動
党（Partido do Movimento Democrático Brasileiro: 
PMDB）のテメル（Michel Temer）政権が「正式に」
誕生した。 しかしテメル政権は二重の意味で正












































































































































































制　度 市場 国家 共同体
原　理 交換 再分配 互酬
米国，イギリス 大 小 小
日本 中 小・中 小
ドイツ 大 中 中
フランス 中 中 大
北欧諸国 大 大 中
イタリア，スペイン，
ポルトガル 中 中 大
ブラジル（おもな政権）
コロル 大 小 小
カルドーゾ 大 中 中
ルーラ，ルセフ 大 大 中
（出所） ラヴィル［2012］; CIRIEC et al.［2016］; Casey［2016］; 
OECD Stat. ; World Bank, World Development 
Indicators などから作成。





































































































































































































































（出所） Gaiger & Ecosol［2014］ Tabela 5.21 から作成。

























































































































































































表 2　主要費目別連邦政府歳出の対 GDP 比（％）の推移
2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 
人件費 4.4 4.3 4.3 4.6 4.4 4.2 4.0 3.9 3.9 4.0
家族所得への移転 8.3 8.2 8.0 8.5 8.3 8.2 8.5 8.7 9.0 9.4
　社会保障 6.9 6.7 6.5 6.8 6.6 6.5 6.6 6.7 6.9 7.4
　LOAS など＊ 0.5 0.5 0.5 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.7 0.7
　失業保険 0.6 0.7 0.7 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.9 0.8
　ボルサファミリア 0.3 0.3 0.3 0.4 0.3 0.4 0.4 0.5 0.5 0.4
資本支出 0.7 0.8 0.9 1.1 1.2 1.2 1.2 1.3 1.4 1.0
その他の経常支出 3.2 3.2 3.1 3.3 3.3 3.2 3.3 3.5 3.9 5.3
　義務的経費＊＊ 0.9 0.9 0.7 0.7 0.8 0.7 0.8 1.0 1.2 2.6
歳出合計 16.7 16.6 16.2 17.5 17.2 16.8 17.0 17.3 18.2 19.6
（注） ＊社会扶助基本法（LOAS），終身所得扶助（RMV）など。＊＊国家基礎教育基金（FUNDEF），社会保障負担免除
（Desoneração）など。支出項目の細分類（網掛け部分）は一部のみ表記。
（出所） Ministério da Fazenda 2016。





























そ の ひ と つ は，2015年に 下院に 提出さ れ た













提出し た 期間の 定め の な い 労働契約（contrato 


























































































特別専門グ ル ー プ（Grupo Técnico Especializado: 
GTE）審議会に よ っ て 実行さ れ る が，GTEは
FUNAI，法律顧問，人権特別庁，人種平等推進
庁の 代表か ら 構成さ れ，FUNAIは も は やGTE
の一メンバーにすぎない。 加えてGTEには国家

























































































































































































































カ 所に す ぎ な い。（https://uc.socioambiental.org/
print/21622）2017年2月22日アクセス。
⑿ 以 下 に よ る。 Amazônia, 6 de fevereiro de 2017; 





⒁ 「低い 道」「高い 道」に つ い て はSengenberger and 
Pyke［1992］。
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